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海外情報

インドネシアのブロイラー産業の動向
～日本への輸出の可能性～

調査情報部　青沼　悠平、伊佐　雅裕（現農林水産省食料産業局産業連携課ファンド室長）

１　はじめに

　インドネシアの鶏肉生産は、経済発展に伴う内需の拡大や人口増加を受けて配合飼料生産
を出自とするインテグレーターを中心に拡大している。一方で、毎年の高病原性鳥インフル
エンザ（AI）発生や伝統市場などに流通する鶏肉の衛生面など課題は多い。しかし、配合飼
料の５割を占めるトウモロコシの自給や豊富な労働力などブロイラー産業の発展の諸条件は
そろっており、2018年には日本への鶏肉調製品も再開され、今後の海外展開が注目される。

【要約】

インドネシアの人口は、直近５年間（2013

〜17年 ） に 毎 年335万 人 程 度 増 加 し、

2017年には２億6200万人となり、今後も

増加が見込まれている。2010〜17年の各

年の経済成長率は4.7〜6.3%と、経済は堅

調に成長しており、国民の所得水準は向上し

ている。家きん肉および牛肉は、国民の約９

割がイスラム教徒である同国において宗教上

の忌
き

避
ひ

が少なく、中でも家きん肉は、牛肉と

比べて安価に購入できることなどから広く国

民に食されており、最も消費されている食肉

となっている（図１）。このため、家きん肉

の大勢を占めるブロイラーの生産量に加えて

配合飼料生産量も増加しており、ブロイラー

や飼料産業の今後の発展に期待した外資の進

出が相次いでいる。

日本への鶏肉輸出は、2004年に高病原性

鳥インフルエンザ（AI）が発生して以降、

10年近く禁止されていたが、2014年に鶏

肉調製品に限り輸出禁止が解禁された。解禁

後もこれまで日本への輸出実績はなかった

が、2018年内にチキンナゲットが初めて輸

出される予定となっており、今後の日本への

輸出動向が注目される。

人口増加と可処分所得の向上といった、一

般的に食肉消費の増加につながるとされる要

図１　主要食肉の供給量の比較（2016年）
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資料：�生産量はインドネシア統計局、輸入量は｢Global Trade 
Atlas｣

注１：�HSコード：鶏肉は020711～14、160232、牛肉は0201、
02、豚肉は0203。

　２：牛肉は水牛肉含む。
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因が顕著となっている同国において、鶏肉需

要増を支える生産体制の状況と日本向け輸出

の見通しを明らかにすることを目的として、

2018年２月に実施した現地調査を踏まえ

て、インドネシアのブロイラー産業の現状と

今後の見通しについて報告する。

なお、本稿中の為替レートは、１インドネ

シアルピア（ルピア）＝ 0.009円（４月末

日の参考相場：１インドネシアルピア＝

0.0091円）を使用した。

２　家きん肉の生産概況

（１）ブロイラーの位置づけ

2017年の家きん肉生産量を見ると、ほぼ

全てが鶏肉で、ブロイラーが80%、地鶏（在

来種）が13%となっている（図２）。同年の

ブロイラー、地鶏の年間生産羽数は、表１の

とおりである。家きん肉の大勢を占めるブロ

イラーの生産量は、人口増加や国民所得の向

上などを受け、増加傾向で推移している。現

地専門家によると、1997年のアジア通貨危

機以降、政府が、ブロイラーを産業化するた

め外資の積極的な受け入れを始めた。そして、

タイの飼料・食肉加工大手チャロン・ポカパ

ン（CP）の系列企業であるチャロン・ポカ

パン・インドネシア（CPI）が、ブロイラー

の種鶏を導入して、生産を開始したことが契

機となり、産業として定着したとしている。

ブロイラーの生産は、全人口の約60%が暮

らすジャワ地域で盛んで、西ジャワ州、東ジ

ャワ州、中部ジャワ州で全国の生産羽数の６

割以上を占めている（図３）。また、配合飼

料工場と種鶏場もジャワ地域に集中してい

る。

なお、同国でブロイラーとは、コッブ系、

ロス系、インディアンリバー系などの外国鶏

を指す。これに対し、地鶏とは、在来種の鶏

であり、総称してアヤムカンプン（ayam 

kampung）と呼ばれる。これらは全国各地

で飼養されており、農家の裏庭で飼養されて

いることが多い。

ブロイラーは、出荷までの所要日数30日

程度、出荷体重1.45キログラム程度と、日

図２　�家きん肉の種類別生産量とシェア（2017年）
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231万トン

表１　肉用鶏の生産羽数および生産量の推移

資料：インドネシア統計局
　注：2017年は速報値。

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

ブロイラー
生産羽数 1,344 1,443 1,528 1,633 1,698

生産量 1,498 1,544 1,628 1,906 1,848

地鶏
（在来種）

生産羽数 277 275 285 294 311

生産量 320 298 300 285 296

（単位：100万羽、千トン）

資料：インドネシア統計局
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図３　インドネシアの地域区分とブロイラー生産羽数上位10州
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その他

ﾌﾞﾛｲﾗｰ生産羽数上位10州および国内シェア（2017年）

資料：機構作成、生産羽数はインドネシア統計局

本の49日齢程度と比べてかなり早く出荷さ

れる。この理由としては、インドネシアの消

費者は１羽丸ごと食さないと満足しないので

伝統的に丸鶏を消費する傾向が強く、また、

小さい方が調味料がよくなじむといったこと

が挙げられる。実際に、今回訪問した一般市

民が日用品などを購入する伝統市場や量販店

などで販売されている鶏肉の多くは丸鶏で販

売されており、いかに多くの消費者が丸鶏を

好んで食しているかをうかがい知ることがで

きた（写真１、２）。

写真１　�伝統市場での丸鶏の販売（１羽３～
４万ルピア（270～360円））

写真２　�量販店での丸鶏の販売（１羽５～
６万ルピア（450～540円））
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（２）ブロイラーの生産構造

ブロイラー農家の多くは、飼料や種鶏、薬

品、畜産資材などを総合的に手掛けるインテ

グレーターとの間で契約を結んでいる。イン

テグレーターが独自に設計した飼料、同者か

ら供給される初生ひなを用い、決められた飼

養管理、衛生管理の下で生産し、インテグレ

ーターに出荷する。インドネシア農業省（以

下「農業省」という）によると、ブロイラー

生産羽数に占める経営形態別の割合は、イン

テグレーターの自社農場が１割、インテグレ

ーターの契約農家が７割、インテグレーター

と契約していない独立農家が２割としてい

る。インテグレーターの自社農場の割合が低

いのは、投資の抑制と、疾病発生時のリスク

低減が理由とされている。

農家がインテグレーターと契約を結ぶに

は、一定条件を満たす必要があり、例えば、

CPIでは、最低２万羽を飼養できる土地と鶏

舎（11×120メートル）の保有の他にきれ

いな水と電力を十分に確保できることが条件

となる。契約農家は、初期投資はかかるもの

の、販売先が確保されることから、バイヤー

やコレクターと呼ばれる流通業者に安く買い

叩かれることがなく、また、万一にAIなどの

疾病による損失が発生してもインテグレータ

ーがその損失分を負担するため、経営は比較

的安定する。

大手インテグレーターは、契約農家に対し、

自社の技術指導員が生産資材などの供給、技

術指導、鶏舎の修理などを行っている。鶏舎

の修理は、社会貢献の一環として独立農家に

も行うことがある。

独立農家は、5000 ～２万羽規模の飼養施

設しか有していない小規模農家が多く、イン

テグレーターやポートリーショップと呼ばれ

る小売店から生産資材、初生ひななどを購入

し、一定期間肥育した後、伝統市場などに出

荷している。

養鶏農家協会（GOPAN）（注）によると、

これらの農家の多くは資金力に乏しいため、

十分な衛生管理を行えず、経営規模拡大も難

しい状況という。中には、大手インテグレー

ターの従業員が独立してブロイラー経営を開

始した事例もあるが、その数は少ない。

（注）：�低所得層の小規模養鶏農家の経営改善のために組織された

協会で、政府に対し、ブロイラー販売価格下落時の支援、

鶏舎設備の投資への支援や技術支援などの要請を行う。ま

た、大手インテグレーターなどに対しても鶏肉の独占供給

に反対する目的で抗議デモを行う。現在の会員数は17万

人。

（３）ブロイラーの収益性

粗収益は、5000羽当たり１億7595万ル

ピア（約158万円）となっており、ほぼ全

てがブロイラーの売却益となっている（表

２）。

生産費については、飼料費が６割弱、初生

ひな購入費が２割強と、この二つの費用で約

８割を占めている。配合飼料原料の半分をト

ウモロコシが占めるが、後述する政府による

国内トウモロコシ農家の保護政策により、飼

料会社のトウモロコシ調達価格は上昇してい

る。

利益については、5000羽当たり4854万

ルピア（約44万円）となっている。ブロイ

ラー事業は、初期投資が必要であるが、肉用

牛経営などと比べて出荷サイクルが短く、飼

養が容易なため新規参入者も多い。実際に、

ブロイラー農家の７割弱は、経営開始から５

年以内の者である（図４）。経営規模の拡大

について、農業省のアンケートによると、全

体の６割弱は追加投資をしないと回答してお
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り、その理由としては｢追加投資に興味がな

い｣が最も多かった。一方、追加投資に積極

的で、銀行などの金融機関や個人から融資を

受けて経営規模の拡大を図っている者もい

る。

なお、地鶏は、生産量が少なく希少性があ

ることやブロイラーに比べて肉質が優れてい

ることから、高価で取引されており売却益は

高くなる。

（４）家きん類のAI対策

インドネシアでは、家きんのAIの感染が、

2004 ～ 17年まで継続して毎年確認されて

いる。2005年には、人への感染事例も発生

し、大きな社会問題となった。

この事態を重く見た当時の政府は、ワクチ

ン接種を含めた感染拡大の防止を図るととも

表２　肉用鶏農家の利益比較（2017年）

資料：インドネシア統計局

項目
ブロイラー（５千羽） 地鶏（５千羽）

割合 割合
利益 48.54 186.43
粗収益 175.95 100 830.97 100

売却益 173.38 98.5 605.44 72.9
副産物販売 2.56 1.5 221.34 26.6
その他 0.01 0.0 4.19 0.5

生産費 127.41 100.0 644.54 100.0
労賃 12.19 9.6 249.07 38.6

雇用労賃 2.51 2.0 0.20 0.0
家族労働費 9.68 7.6 248.87 38.6

初生ひな購入費 28.88 22.7 60.70 9.4
飼料費 72.58 57.0 260.93 40.5

単味飼料 1.82 1.4 51.64 8.0
配合飼料 66.04 51.8 24.74 3.9
食品副産物など 4.72 3.7 184.55 28.6

燃料費 1.42 1.1 4.64 0.7
電気代 0.75 0.6 6.01 0.9
水道代 0.52 0.4 11.40 1.8
衛生費（ワクチン接種代など） 2.74 2.2 7.37 1.1
減価償却費 6.05 4.8 32.92 5.1
その他 2.28 1.6 11.50 1.9

（単位：百万ルピア）

図４　ブロイラー農家の経営期間別の割合（2014年）

10%

58%

18%

14%
（１年以内）

（１年～５年以内）

（５年～１０年以内）

（１０年以上）

資料：インドネシア統計局
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に、日本、オランダなどからの支援を受け国

立家畜疾病診断センターを設立し、病原体の

モニタリングと診断を開始した。国を挙げて

AIの封じ込めに注力した結果、2007年以降

発生件数は減少傾向にあり、2017年の発生

は127戸、２万4510羽となっている（図５）。

家きんのAIによるへい死数は、アヒル、ブロ

イラーの順に多くなっている。AIの発生は１

～４月の雨季に多く、農業省衛生課の担当官

は、高温多湿によるストレスや洪水による汚

染物質のまん延を理由として挙げている。

農業省衛生課は、家きんの飼養農場を４区

分し、バイオセキュリティ対策の水準を定め

ている（表３）。セクター１または２の分類は、

インテグレーターの種鶏場、直営生産農場や

契約生産農場。セクター３は独立農家。セク

ター４は地鶏および水きん類農家。セクター

４の農家は、地鶏やアヒルなどを放し飼いで

飼養しており、バイオセキュリティに対する

農家の意識は極めて低い。農業省衛生課は、

セクター３の農家に対し、モデル農場を活用

してバイオセキュリティの重要性を指導して

いる（写真３）。

具体的には、外部区域、移行区域、養鶏区

域の３区域に分け、外部区域から移行区域に

入る際は、受付、靴の履き替え、人および車

両の噴霧消毒を、移行区域から養鶏区域に入

る際は、シャワー入浴、服と靴の履き替え、

噴霧消毒を行い、病原体を養鶏区域に持ち込

まないよう指導している。バイオセキュリテ

ィの強化は、衛生管理の水準を向上させるこ

とから、薬剤量の削減も期待でき、１羽当た

り1200ルピア（約11円）のコスト削減効

果が期待できるとしている。

また、同課は、疾病の侵入リスクの低減や

早期発見のため、コンパートメントも認定し

ている。コンパートメント化とは、ひなの供

給、肥育、輸送、食鳥処理などの一連の生産

工程において、バイオセキュリティ、モニタ

図５　AI発生件数の推移
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資料：インドネシア農業省

分類 経営別 推進する主な疾病管理対策 バイオセキュリティ
対策のレベル

セクター１ 種鶏場
・コンパートメント化の推進と認定
・ワクチン接種の徹底
・モニタリングの強化

セクター２
ブロイラー農場

（インテグレーターの
直営または契約農場）

セクター３ ブロイラー農場
（独立農家）

・迅速検査、通報の強化
・ワクチンの無償配布と接種
・バイオセキュリティの強化（農場内の区域分けなど）
・飼育管理技術の向上

セクター４ 地鶏農場、水きん農場
（裏庭養鶏など）

・迅速検査、通報の強化
・ワクチンの無償配布と接種
・バイオセキュリティの強化（農場内の区域分けなど）
・感染鳥の淘汰の徹底

表３　家きんの飼養農場の分類とAI対策

資料：インドネシア農業省

高

低
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リング、通報、トレーサビリティなどの管理

措置を高レベルで行うことにより、万一に疾

病が発生しても清浄区画と発生区画を明確に

識別できるよう施設などを区画分けすること

である。2017年にセクター１または２に分

類されている118カ所の農場が同認定を取

得している。

写真３　�モデル農場（赤が外部区域、黄色が
移行区域、緑が養鶏区域）

コラム　ハラル認証制度の変更

　インドネシアの人口の約９割は、イスラム教徒と言われている。イスラム教徒が食する食材や

料理は、イスラム法上で許されるものを意味する「ハラル」でなければならない。

　インドネシアにおけるハラル認証においては、宗教機関であるインドネシアウラマー評議会

（MUI）が検査機関を設立し、認証と保証を行っている。ハラル認証は任意規格ではあるが、食

肉に関してはイスラム法にのっとって処理を行い、ハラル認証を取得しなければならない。同法

にのっとって処理されていない食肉は、許されないもの「ハラム」として禁じられているためで

ある。

　2014年には「ハラル製品保証法」が制定され、宗教省内にハラル製品保証実施機関（BPJPH）

が設立されることが決定され、これまでMUIが行っていた認証の権限は、行政に移管されること

になった。同法は、５年間の準備期間を経て2019年に施行される。これまで任意であったハラ

ル認証ラベルの貼付けが、原則として義務付けられ、食肉はもとより、食肉以外の食品、飲料、

化粧品、医薬品などに幅広く適用されることになる。

　今回の調査において、量販店やコンビニエンスストアで販売されている鶏肉製品にはハラル認

証ラベルの貼付けは確認できなかった。おそらく、国内で流通する国産食肉に対しては、MUIの

認証施設で適切に加工処理されているという前提があるため、消費者は、それほど認証ラベルの

貼付けの有無を気にしていないと思われた。一方で、外資系レストランなどは、消費者に対する

信頼醸成を図るため、看板やメニューなどにハラル認証マークを表示してアピールを行っていた

（コラム写真１）。一方、中華系などイスラム教徒以外の住民もいるため、量販店では豚肉も販売

されているが、豚肉売場は隔離されて目立たない場所にあった（コラム写真２）。
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コラム−写真２　量販店の豚肉売場。鶏肉の
売場とは別になっている。

３　インテグレーターの概要

コラム−写真１　外資系フードチェーンで
のハラル認証マークの表示

インドネシアの主なインテグレーターとし

ては、CPI、ジャプファ・コンフィード・イ

ンドネシア（JAPFA）、MALINDOなどが挙

げられる。これら企業の出自は配合飼料生産

であり、各社の公表資料と2016年の全国の

配合飼料生産量から推測すると、CPIと

JAPFAの２社で全体の６割程度の配合飼料

を生産している。インテグレーター各社は、

原種鶏（GPS）場、種鶏（PS）場、食鳥処

理場、鶏肉加工場などへの投資を積極的に行

い事業規模の拡大を図っており、ブロイラー

産業の発展を支えている。

農業省の資料によると、現時点の全国のブ

ロイラーの種鶏場数は、原種鶏場が７州14

農場、種鶏場が23州64農場（採卵鶏含む）。

原種鶏場を保有するインテグレーターは限ら

れており、他のインテグレーターはPSを購

入している。

表４は、今回の現地調査で上記３社に対し

て聞き取りを行った結果をまとめたものであ

る。また、その中からJAPFAを事例として

報告する。

（１）JAPFAの概要

JAPFAは、シンガポールに拠点を置くジ

ャプファグループのグループ会社で、1971

年に設立され、インドネシアにおいて飼料、

養鶏、鶏肉加工、水産、肉用牛などの事業を

展開している（表４）。配合飼料工場は、イ

ンドネシアに16カ所あり、生産能力は年間

500万トンとなっている。また、ジャプフ

ァグループは、インドネシアのほか、ミャン

マー、ベトナム、中国などにもグループ会社

があり、近々バングラデッシュにおいて飼料

会社を設立する予定である。

（２）直営ブロイラー農場（バンテン州）

JAPFAの直営農場で、ジャカルタ市に一

番近いバンテン州にある農場を訪問した。１

ヘクタールの敷地内に４棟の鶏舎があり、最

大飼養羽数9000羽の鶏舎（７メートル×

70メートル）が３棟（写真４）、同２万

9000羽の２階建て鶏舎（7.5メートル×
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CPI JAPFA（注２） MALINDO

設立年 1972年設立 1971年設立 1997年設立、1998年経営開始

事業概要
飼料、種鶏、ブロイラー、鶏肉加工
品の生産・販売

飼料、種鶏、ブロイラー、水産、肉用牛、
食肉加工品の生産・販売

飼料、種鶏、ブロイラー、鶏肉加工
品の生産・販売

部門別の売上比率
飼料58.4％、ブロイラー 15.8％、種
鶏12.3％、加工品9.2％、その他4.3％

飼 料44.6 ％、 種 鶏11.0 ％、 そ の 他
44.4％

飼料63.4％、種鶏19.4％、ブロイラー
10.0％、加工1.7％、その他5.5％

株式上場 1991年 1989年 2006年

従業員数 5,543人（子会社含む） 1万9,964人 3,707人

飼料工場数 ７工場
16工場（養鶏用13工場､種鶏用３工
場）

５工場

飼料の生産能力 －
460万トン/年（飼料生産の60％が養
鶏用）

165万トン/年

飼料の形態と種類

・マッシュ、クランブル、ペレット
・プレスターター（1 ～７日齢）
・スターター（8 ～ 21日齢）
・�フィニッシュスターター（22日齢

～出荷（30 ～ 45日齢））

・マッシュ、クランブル、ペレット
・�プレスターター（１～ 10日齢、ク

ランブル（細粒））
・�スターター（11 ～ 21日齢　クラン

ブル（粗粒））
・�フィニッシュスターター（21日齢

～出荷、ペレット）

－

飼料ブランド
HI-PRO、HI-PRO-VITE、BINTANG、
BONAVITE、ROYAL FEED, TURBO 
FEED 、TIJI

comfeed、benefeed －

配合飼料原料の割合 トウモロコシ50％、その他
ト ウ モ ロ コ シ50 ％、 大 豆 油 か す
20％、その他

ト ウ モ ロ コ シ50 ％、 大 豆 油 か す
25％、米ぬか15％、その他

飼料の配送方法
直接農家に配送またはポートリー
ショップ（注３）に販売

直接農家に配送またはポートリー
ショップに販売

－

種鶏銘柄 －
Aviagen社からインディアンリバー
を、lohmann Tierzucht社からローマ
ンブラウンを輸入。

コッブ

種鶏場・孵卵場 － 66農場24孵卵場
以下の関連会社が運営
・PT Bibit Indonesia
・PT Leong　Ayamsatu Primadona

直営ブロイラー農場数 53農場（直接所有２、間接所有51） －
以下の関連会社が運営
・PT Prima Fajar （07年）
・PT Leong Ayamsatu Primadona

契約農家戸数 － 約１万1000戸 －

農家への技術指導体制
指導員が生産資材の提供、技術指導、
鶏舎の修理などを実施

全国に技術指導所が114カ所あり、
平均14名の指導員が在籍し農家へ指
導。

指導員150名と獣医師20名が指導

出荷日齢 30 ～ 45日齢 21 ～ 35日齢程度 30 ～ 32日齢程度

出荷体重 1.39 ～ 2.45 kg 　 平均出荷体重1.6㎏ 1.6 ～ 1.8㎏

育成率 － 96% －

飼料要求率 － 1.5程度 －

年間回転率 － 5 ～ 7回転 －

鶏肉加工工場数と年間
処理能力

５工場 ５工場 １工場、年間9,000トン

主な鶏肉製品
チキンナゲット、チキンスティック、
ソーセージ、から揚げ、肉団子など

チキンナゲット、常温保存ソーセー
ジ、ミートボール、チキンカツなど

チキンナゲット、手羽先、唐揚げ、
チキンスティック、ソーセージなど

対日鶏肉調製品輸出認
定

認定済 認定済 認定済

鶏肉ブランド
Golden Fiesta, Fiesta, Champ and 
Okey

SO GOOD SunnyGold、Ciki Wiki、Sobat

表４　訪問したインテグレーター３社の概要

資料：聞き取りと各社の年間報告書（2016年）を基に機構作成
注１：聞き取りや資料で確認できない項目については、「－」とした。
　２：「鶏肉加工工場数と年間処理能力」の項目以下は、SO GOOD社のデータを記述した。
　３：ポートリーショップとは、養鶏農家が生産資材や初生びななどを購入する街の小売店のことを指す。
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120メートル）が１棟で、最大５万6000羽

を飼養できる。従業員は、全11名で、農場管

理者は、敷地内の住居で家族と暮らしている。

出荷の際は、人手が足りないため、近隣住

民を一時的に雇用している。出荷日齢は27

～ 30日、出荷体重は1.4〜2.3キログラム。

生産羽数の半分は、後述するバンデン州タン

ゲラン県にある関連会社のSO GOOD社に

出荷し、残りは流通業者に販売している。

一見すると木造建築の古めかしい鶏舎のよ

うに見えたが、前所有者から購入した際に野

鳥や害獣対策のためウインドレス鶏舎に改築

したり、同国の熱帯性気候による暑熱ストレ

スを軽減させるためのさまざまな対策がとら

れていた。具体的には、気化熱を利用した冷

却パッドから入気した空気を妻側に設置した

換気扇で吸引することで、鶏体に直接風を当

てて体感温度を下げているほか、室温を下げ

るため細霧器を利用している（写真５）。

本社の社員が２カ月に１回各農場を調査

し、成績の良い農場には賞与が与えられるな

ど、職員の意欲を高め、飼育管理水準の高位

平準化を図っていた。

（ ３）SO GOOD社：CIKUPA食 鳥 処
理兼鶏肉加工場

SO GOOD社は、ジャプファグループのグ

ル ー プ 会 社 で、 生 鮮 肉 や 加 工 品 を｢SO 

GOOD｣のブランドで販売している（表４）。

販売先は、国内のコンビニエンスストア、量

販 店、 外 食 チ ェ ー ン な ど と な っ て い る。

2015年に日本の農林水産省から家きん肉な

どの日本向け輸出用加熱処理施設の認定を受

けているが、これまでのところ輸出実績はな

い。CIKUPA工場長は、AI発生以前に日本

企業向けに生鮮鶏肉を輸出していた実績を生

かし、現在、取り引きに向けて日本企業にチ

キンナゲットのサンプル品を提供したとして

いる。

工場から200キロメートル圏内の西ジャ

ワ州の契約農家から１日当たり２万5000~

３万羽のブロイラーを集荷し、食鳥処理場で

処理した後、生鮮鶏肉または併設の加工場で

写真４　飼養羽数9000羽の木造鶏舎

写真５　鶏舎内の様子
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加工処理して販売している。集荷から生鮮鶏

肉生産までの工程は図６のとおりである。内

臓、頭、足などの副産物は、流通業者を介し

て伝統市場などで販売され、羽は、副産物業者

がフェザーミールに加工して飼料原料にして

いる。

CIKUPA工場は、日本から輸出施設の認

定を受けた施設だけあって、HACCPに基づ

き化学薬品による汚染、異物混入の監視およ

び記録をしたり、加工場に入る際の消毒、作

業服への着替えはもちろんのこと、45分ご

とに清掃するなど衛生管理に細心の注意を払

っていた。

図６　ブロイラーの集荷から生鮮鶏肉の生産までの流れ

【集荷】

契約農家から21日齢程度の
ブロイラーを集荷

【休息】

動物愛護の観点から処理前に
日陰で１時間程度休息させる

【スタニング】

40ボルトの電気が流れる
水桶に入れて気絶させる

【と殺】

ハラル認証のため、と殺人が
メッカの方角を向き処理

【放血】

懸鳥したまま４分間放血
【湯漬け、脱羽】

【内臓摘出】
【洗浄、冷却】

ドラムチラーで４度以下に冷却

【生鮮鶏肉の生産】

丸鶏の製造や部位別に分割

（丸鶏、分割、ミンチ）

資料：聞き取りを基に機構作成

４　飼料をめぐる動向

（１）配合飼料の生産動向

鶏肉需要の増加を受け、養鶏用配合飼料の

生産量は年々増加している。2016年の配合

飼料生産量は1722万トン（前年比8.3%増）

で、畜種別にみると、養鶏用が全体の９割以

上を占め、ブロイラー用は全体の46%を占

めている（図７、８）。養豚用配合飼料の生

産量は、イスラム教徒にとって禁忌とされる

豚の飼育が少ないため少ない。肉用牛用の生

産量は、フィードロット形態の企業や農家は

存在するが、多くの農家は粗飼料主体である

ため、限定的である。2018年の調査時点で

は、全国に97の配合飼料工場があり、その
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うち82工場がインドネシア飼料協会（以下

「飼料協会」という）に加盟している。ブロ

イラー用を製造している工場は全て加盟して

おり、未加盟の工場は水産飼料を製造してい

る。

インドネシアの飼料産業は好況であるた

め、外資は積極的な投資を行っている。韓国

の飼料と食肉加工大手のハリム社は2017

年、約59億円を投じてインドネシアの配合

飼料工場（年間処理能力50万トン）と種鶏

場を買収し、同国での飼料生産を開始してい

る。また、中国の大手飼料会社の新希望集団

は、2018年の５月までに、西ジャワ州で新

たな配合飼料工場の操業を開始する予定であ

る。

（２）配合飼料の原料

飼料協会によると、一般的なブロイラー用

配合飼料の原料割合は、トウモロコシ50%、

大豆油かす15%、米ぬか15%、牛肉骨粉５

%、魚粉５%、その他（ビタミンやミネラル

などを含む。）が10%としている（図９）。

主原料のトウモロコシの割合は日本とほぼ同

図７　配合飼料生産量の推移
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資料：インドネシア飼料協会
　注：2017年は速報値、2018年は推計値。

図８　用途別配合飼料生産量の割合（2016年）

799万トン

46%

701万トン

41%

174万トン

10%

49万トン 3%

ブロイラー用 採卵鶏用 種鶏用 その他

資料：インドネシア飼料協会

図９　ブロイラー用配合飼料の原料割合の比較

トウモロコシ

50%

大豆油かす

15%

米ぬか

15%

牛肉骨粉

5%

魚粉

5% その他

10%

【インドネシア】

資料：�公益社団法人配合飼料供給安定機構「飼料月報」を基に機
構作成

　注：2017年の数値。

トウモロコシ

47%

大豆油かす

22%

米

10%

こうりゃん

5%

動物性油脂

4% その他

12%

【日本】

牛肉骨粉

資料：聞き取りを基に機構作成
　注：2018年調査時点の数値。
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じだが、大豆油かすの割合はやや低く、米ぬ

か、牛肉骨粉、魚粉の割合が高いことが特徴

的である。主原料のトウモロコシは、ほぼ全

量を国産で賄っている（図10）。大豆油かす

の輸入量は、配合飼料生産量の増加に比例す

る形で増加している。2017年の輸入量は

433万トンとなり、ほぼ全量をアルゼンチ

ン、ブラジルの両国から輸入している。米ぬ

かについては、世界有数の米生産国であり精

米工場で発生するものを使用している。魚粉

についても、漁業が発展しているため国内で

比較的安価に調達しやすい。

（３）トウモロコシをめぐる動向

トウモロコシは、全国各地で生産されてい

るが、配合飼料工場が密集している東ジャワ

州と中部ジャワ州で特に生産量が多い（表

５）。生産量は近年増加しており、2017年

は2795万トン（前年比18.6%増）となった。

トウモロコシの収穫期は、地域によって異な

るが、一般的には８～ 10月の乾季と２～４

月の雨季の年２回となっている（図11）。

2014年に就任したジョコ・ウィドド大統

領は、前政権の政策を継承し、５つの戦略作

物（米、トウモロコシ、大豆、砂糖、牛肉）

について、国内での十分な生産により食料自

給の達成を図るとしている。また、同大統領

は、経済成長による恩恵が、一部の富裕層だ

けでなく、貧困にあえぐ資金力のない農家に

も行きわたるよう、地域格差の是正と農家所

得の向上に取り組むことを公約に盛り込んで

いる。

この政策の一貫として、2016年３月に施

行された商業大臣規程（NO.20/M-DAG/

PER/3/2016）において、外国産トウモロ

コシ（HSコード：1005.90.90.00）の輸

入制限が開始された。農業省から買付指示の

あった食糧調達庁（BULOG）のみが飼料向

けトウモロコシを輸入できるとされており、

政府は民間企業の輸入を実質的に禁止した。

同庁は、米、トウモロコシなどの輸入管理を

行う権限を有しており、2016 ～ 17年に輸

入された飼料用トウモロコシは、穀物飼料が

不足する小規模農家に供給された。また、同

庁は、トウモロコシの最低保障価格を定める

権限も有しており、トウモロコシの農家販売

価格が下落した場合、同庁が最低保障価格で

買い上げることより農家の経営が守られる仕

組みとなっている。同庁は、輸入制限の開始

とともに同価格を１キログラム当たり3150

ルピア（約28円）に引き上げた。飼料協会

によると、最低保障価格は飼料会社にも適用

されるため、飼料会社は、国産トウモロコシ

を同価格以上で購入しなければならない。

さらに、農業省は、トウモロコシ農家への

支援策として、肥料や種子を製造する業者に

補助金を交付し、肥料や種子の小売価格を引

き下げる措置などを講じている。この他、同

省は、新たにトウモロコシの生産を開始する

者やキャッサバなど他品目から転作する者に

図10　トウモロコシ供給量の推移
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資料：�生産量はインドネシア統計局、輸入量は｢Global 
TradeAtlas｣

注１：HSコード：100590。
　２：生産量、輸入量ともに食用向けを含む。
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表５　州別トウモロコシ生産量の推移

資料：インドネシア統計局

地域 州 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2016/2017
（増減率）

北スマトラ 1,183 1,160 1,519 1,557 1,714 10.1%

スマトラ 西スマトラ 547 605 603 712 1,017 42.8%

ランプン 1,760 1,719 1,503 1,720 2,401 39.6%

西ジャワ 1,102 1,047 960 1,630 1,431 ▲12.2%

ジャワ 中部ジャワ 2,931 3,052 3,212 3,574 3,515 ▲1.7%

東ジャワ 5,761 5,737 6,131 6,278 6,189 ▲1.4%

小スンダ 西ヌサ・トゥンガラ 634 786 960 1,278 2,020 58.1%

北スラウェシ 448 488 300 582 1,516 160.5%

スラウェシ 南スラウェシ 1,250 1,491 1,528 2,065 2,247 8.8%

ゴロンタロ 669 720 644 911 1,482 62.7%

その他 2,227 2,203 2,252 3,271 4,420 35.1%

合計 18,512 19,008 19,612 23,578 27,952 18.6%

対し、肥料や種子を無償で給付している。こ

うした政府の種々の取り組みや飼料会社の需

要増から、新たに作付けを開始する者や他品

目からの転作者が増加しており、主産地のジ

ャワ地域以外のトウモロコシ生産量は増加し

ている（表５）。

（４）トウモロコシの輸入制限の影響

トウモロコシの農家販売価格は右肩上がり

で推移している一方、輸入価格は2012年以

降下落している（図12）。農家販売価格は

2014年に輸入価格を上回り、2016年には、

政府が講じた輸入制限などの影響により前年

に比べ１キログラム当たり550ルピア（約

５円）も上昇した。他方、輸入価格は継続し

て下落したため、両者の価格差は同約1500

ルピア（約14円）と大きく開いている。飼

料協会によると、2018年２月現在、飼料会

社は国産トウモロコシを１キログラム当たり

3800 ～ 4150ルピア（約34 ～ 37円）程

度で購入している。

飼料業界は、政府の突然の方針変更に戸惑

い、年間を通じて配合飼料を安定して供給で

（単位：千トン）

図11　飼料用トウモロコシの作型

資料：国際連合食糧農業機関（FAO）
　注：図は、播種、収穫が最も集中する時期を表しており、それぞれの作業は前後の時期にも行われているとみられる。
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きるか危惧しており、中小規模の飼料会社の

経営を圧迫する要因の一つとしている。実際

に、トウモロコシの代替原料として小麦に切

り替えて対応する企業も増えてきており、米

国農務省（USDA）では、2017年３月~18

年２月の年間のインドネシアの小麦輸入量を

1250万トンと見通し、世界最大の小麦輸入

国になるとしている。

しかしながら、CPIの担当者は、同社の国

産トウモロコシの調達には、バイイング・パ

ワーが働くことや、委託契約を締結した集荷

業者が農家を管理指導し同社の需要量を満た

せるようにしているため、輸入制限の影響は

同社ではさほど出ていないとしている。

（１）流通、販売動向

鶏肉の一般的な流通構造は、今回の調査を

基に整理すると図13のとおりになる。農業

省の資料によると、ブロイラー生産羽数の

15%がインテグレーターの保有する食鳥処

理場で処理され、85%が流通業者を経由し

て、公共の食鳥処理場で処理されたり、生体

のまま伝統市場などに流通している。流通業

者は、インテグレーターや独立農家などから

ブロイラーを買い上げている。農業省のデー

タなどから推測すると、インテグレーターで

生産されるブロイラーの約８割は伝統市場な

どに出荷されていることになり、消費者は量

販店などの近代的な小売店より伝統市場で鶏

肉を購入することが多いようである。東南ア

ジア諸国では、消費者は、常温肉こそ新鮮で

あるという認識が伝統的に強く、冷蔵・冷凍

品は新鮮ではないというイメージを持ってい

るため、伝統市場の常温肉を好んで購入する

傾向がある。伝統市場では、消費者が、ケー

ジに入れられた鳥から好きなものを選び、そ

の場で処理してもらうというスタイルも広く

浸透している（写真６）。インテグレーター

のサプライチェーン内で処理・加工された鶏

肉は、同者が保有する保冷設備により、冷蔵・

冷凍品として量販店やコンビニエンスストア

などに販売されており、衛生水準は他のもの

と比べて高い。農業省衛生課は、消費者に対

し、年数回、食肉衛生に関する知識向上のた

めの普及活動を行っており、保冷施設が完備

されている近代的な小売店で食肉を購入する

よう呼びかけている。

ブロイラー売買価格については、インテグ

レーターは価格交渉において流通業者に対し

主導権を持っているが、独立農家などは生産

規模が小さく交渉力が弱いため、流通業者の

言い値で販売せざるを得ない。GOPANの担

当者によると、独立農家のブロイラー１羽当

たり出荷価格は１万8000ルピア（162円）

図12　�外国産および国内産トウモロコシの価
格の推移
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資料：�農家販売価格はインドネシア農業省、輸入価格は｢Global 
TradeAtlas｣

５　鶏肉の流通・販売および貿易動向
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とのことである。流通業者は、購入したブロ

イラーを伝統市場の出店者に生体で販売する

か、伝統市場に併設する処理場または公営の

食鳥処理場に持ち込み生鮮肉を小規模商店な

どに販売している。

図13　一般的な鶏肉の流通経路

【契約農家】
（セクター２、３）

【伝統市場】

【独立農家】

（セクター３）

【地鶏農家】

（セクター４）

【流通業者】

（ひな、生産資材の供給）

・市場内の小売店には２タイプがあり、生体または鶏肉で販売されている。

・流通業者が市場併設の施設で処理して鶏肉として供給するか、小売

店が顧客の注文時に処理して提供する。

【ｲﾝﾃｸﾞﾚｰﾀｰ

直営農場】

（セクター２）

【ｲﾝﾃｸﾞﾚｰﾀｰ】

【ｲﾝﾃｸﾞﾚｰﾀｰの食鳥

処理場、加工場】

【公営の食鶏処理場】

【量販店、ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ、ｲﾝﾃｸﾞﾚｰ

ﾀｰの直営店、ホテルなど 】

【小規模商店、屋台など】

注：黄色はｲﾝﾃｸﾞﾚｰﾀｰのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

内、赤色はそれ以外の流通経路

（２）貿易動向

鶏肉生産量のほとんどは国内向けとなって

おり、海外への輸出はごくわずかである。日

本向けについては、2004年のAI発生以降、

輸出禁止となっているが、CPIを含む３企業

の施設で製造する家きん肉などの加熱調製品

の輸出が2014年に10年ぶりに認められた。

現在、認定施設は５カ所まで増えたが、これ

までのところ日本への輸出実績はない。輸出

が進まない理由としては、CPIの担当者は、

品質は問題ないが、競合するタイや中国産の

鶏肉調製品の方が価格面で優位なためとして

おり、今後、国産トウモロコシの生産量が安

定し、食糧調達庁による最低保障価格がなく

なれば、生産コストが下がり価格競争力が高

まってくるとしている。

写真６　�伝統市場での鳥の販売（消費者は好
きな鳥を選び処理してもらう。１羽
当たり4万ルピア（360円）程度）

資料：聞き取りに基づき機構作成
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ベルフーズ・インドネシア社は2018年３

月23日、自社ホームページにて、インドネ

シアで初めてチキンナゲットを日本へ輸出す

ると発表した。同社CEOは、日本で市場調

査を行い、日本人に受け入れられやすい製品

を開発したことが今回の輸出につながったと

し、日本人はもとより在日・訪日のイスラム

教徒をターゲットとしていると述べている。

また、インドネシアのエンガルティアスト貿

易相は、｢今回の輸出は、鶏肉調製品を国際

市場へ展開するための良いスタートになる。

厳格な品質基準で知られる日本へ輸出ができ

るのであれば、他国への輸出も容易になるだ

ろう｣と語っている。

今回調査したインテグレーター３社（CPI、

JAPFA、MALINDO）ともに既に日本企業

と交渉を進めており、対日輸出への関心が高

いことがうかがい知れる。各社担当者のいず

れも、自社サプライチェーン内では、コンパ

ートメントに基づいた厳格な管理体制の下に

高品質な製品を生産しており、価格面での交

渉が上手くいけば、日本の品質基準に適合す

るものをすぐにでも輸出できるとしている。

現在国内向けに供給しているブロイラーを輸

出向けにシフトすることも可能で、また、イ

ンドネシアは若年層の人口が多く労働力を確

保しやすいため、日本が求める規格にも対応

できるとしている。

６　おわりに

インドネシアのブロイラー産業は、国内の

鶏肉需要の増加を受け、飼料生産を出自とす

るインテグレーターを中心に拡大している。

インテグレーターのサプライチェーン内で

は、コンパートメント主義に基づいた厳格な

管理体制の下に高品質な鶏肉製品が生産され

市場に供給されている。しかし、インテグレ

ーターにより生産された鶏肉の多くは、流通

業者を介して伝統市場に供給されている。伝

統市場などに販売される鶏肉は常温で流通す

ることが多く、必ずしも衛生的とは言えない。

ただし、近年、日本企業と現地企業が協同で

設立した伝統市場においては保冷施設が完備

されていたり、消費者の食品衛生や品質に対

する関心も少しずつ高まってきており、今後

は近代的な小売店で食肉を購買する方向に変

化すると思われる。こうした変化は食品衛生

水準の底上げにつながり、ひいては将来の鶏

肉輸出の拡大にもつながるとみられる。

一方で、今後のブロイラー産業の発展に有

利となる点も多数ある。まず、配合飼料の５

割を占めるトウモロコシをほぼ自給できてお

り、今後も、中長期的に持続可能な生産を行

えるようになれば、外国の相場に左右されず、

トウモロコシを安定的に調達できるようにな

る。次に、若年層が多く安価で豊富な労働力

を確保しやすい。さらに、CPグループなど

タイにおいて対日輸出の実績がある企業がイ

ンテグレーターとして事業展開しているた

め、従業員へのカット技術の指導や製品品質

の追及など日本の要求に応じた細かな対応も

可能だと考えられる。

現在のところ、2004年のAI発生以後の対

日輸出の実績はなく、2018年に入ってよう

やく第一歩を踏み出そうとしている段階だ

が、ブロイラー産業発展の諸条件はそろって

いることから、今後、日本を含む海外への輸

出が注目されそうである。


